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出 欠 者 

出席委員 大澤義明、間根山知己、鈴木恵子、野村俊光、稲葉純子、

木田裕通、秋田政夫、直井良一、文隨靖、片見礼子、 

秋田富郎、百山躬行  

市出席者 飯泉都市建設部長、小林都市建設部参事兼上下水道課長、

湯原課長補佐、大澤課長補佐、諏訪主事、栗山主事 

下水道使用料検討・経営戦略改定業務受託者  

     日本会計コンサルティング株式会社 

議 事 諮問事項 下水道使用料検討について 

議 案 概 要 

１ 開会 午後１時３０分 

２ 部長あいさつ 

３ 会長あいさつ 

４ 議事 

〇諮問事項 下水道使用料検討について 

・事務局より、下水道使用料検討の答申案について、資料をもと

に説明を行い、委員からの質疑・意見は次のとおりであった。 

 

【質疑】 

委 員 下水道使用料改定に向けた今後の流れはどうなって

いるのか。  

事務局 １０月２９日に市長に答申書を提出する。  

１１月上旬に行われる庁議にて下水道使用料改定案

について審議が行われる。 

庁議にて下水道使用料改定案が承認された後に、市議

会への報告を行い、下水道使用料改定に伴う条例改正

という流れになる。  

委 員 答申案については賛成である。 

    下水道使用料を上げることで、基準外繰入金をどのく

らい抑えることができるのか。  

事務局 経費回収率が１００％になれば、基準外繰入金は０に

なる。今回の下水道使用料改定案だと、公共下水道事

業は令和１２年に経費回収率が１００％に達するの

で、令和１２年度時点で基準外繰入金が０になる。  



    農業集落排水事業とコミニティ・プラント事業につい

ては、令和１２年も経費回収率が１００％に達しない

ので引き続き基準外繰入金が発生する。  

   

５ 報告 

○報告事項 令和５年度下水道事業会計決算について  

  ・事務局より、令和５年度下水道事業会計決算について、資料を

もとに説明を行い、委員からの質疑・意見は次のとおりであっ

た。 

   

【質疑】 

委 員 損益計算書の記載について、次回以降は金額だけでな

く全体の構成比も記載してほしい。  

   委 員 経費回収率について、審議会の資料は令和４年度のデ

ータが最新となっているが、庁議で審議する際に使用

する資料には、最新の令和５年度のデータまで記載し

た方が良いのではないか。  

   事務局 庁議の際は令和５年度のデータも用いて、直近ではよ

り回収率が悪化していることを説明する。  

委 員 今回説明を受けた事業の事業費には補助金が含まれ

ているのか。また、内訳も分かれば教えてほしい。  

事務局 施設の新設・更新工事など建設改良事業費の財源内訳

は、事業費の半分が国庫補助金、残り半分の内の 

９５％が起債からの借入、５％が市費で行っている。 

委 員 下水道事業における公債費比率を資料に記載してほ

しい。 

    また、公債費の増加に伴う将来世代への負担リスクは

どの程度なのかが把握できるデータも資料に記載し

てほしい。 

事務局 次回以降は詳細なデータも資料に記載するようにす

る。 

委 員 農業集落排水事業については将来的にも赤字が続く

と思われるが、現状の対応策としてどう考えているの

か。 

事務局 将来的には農業集落排水事業を公共下水道事業に統

合する予定である。 

    汚水処理施設の増改築も現在行っており、増改築が終

わり次第、農業集落排水事業の統合に向けて協議を進

めていきたい。 



委 員 早急に農業集落排水事業を公共下水道に統合したほ

うがよいのではないか。現状の農業集落排水事業の維

持管理費より、統合にかかる経費のほうが高くなるか

ら、早急に統合しないのか。  

事務局 農業集落排水事業の管轄は農林水産省であることか

ら、農林水産省から補助を受けている処理施設を廃止

する手続が必要になる。また、統合に伴う処理場の増

設工事も必要になるので、現時点から統合を進めても

５年以上かかる。  

市としては、農業集落排水事業の統合に向けた方針を

明確に定めた上で、今後協議を進めていきたい。  

６ その他  

・会長、副会長と共に、令和６年１０月２９日に市長へ答申を  

行う。 

・下水道審議会委員の任期が令和６年１１月３日に満了となる。 

７ 閉会 午後１４時３０分 

配 付 資 料 

・下水道使用料検討について（答申）（案）  

・令和５年度下水道事業決算について  

・令和５年度つくばみらい市下水道事業会計決算  

そ の 他  

 



　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　

令和６年度第４回つくばみらい市下水道審議会資料

令和５年度下水道事業決算について

＜決算概要資料＞

４　事業概要について

１　つくばみらい市の下水道事業計画区域

２　業務状況について

３　経営状況について

（１）排水処理区域内人口、接続戸数
（２）年間排水量、年間有収水量、有収率

（１）官公庁会計と企業会計
（２）下水道事業（公共下水道事業、農業集落排水事業）収益的収支・資本的収支
（３）コミニティ・プラント事業　歳入・歳出
（４）決算状況資料
（５）経営指標



１　つくばみらい市の下水道事業計画区域

小絹地区
みらい平地区
福岡南周辺

① 十和地区
② 福岡地区
③ 下小目地区
④ 豊南部地区
⑤ 弥柳地区
⑥ 三島地区
⑦ 高岡・狸穴地区
⑧ 上平柳地区

青木地区
狸穴住宅地区

公共下水道事業

農業集落排水事業

コミニティ・プラント事業

皆様にお集ま

りいただいて

いる場所です

つくばみらい市の下水道

にはつくばみらい市上下

水道課で整備・管理して

いる上記３つの事業に

加え、取手地方広域下

水道組合で整備・管理し

ている公共下水道事業・

特定環境保全公共下水

道事業があります。
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　（１）排水処理区域内人口、接続戸数

２　事業状況について　　　　　　
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公共下水道事業

では排水処理区域

内人口、接続戸数

共に増加していま

す。

農業集落排水事

業では排水処理区

域内人口は減少し

ている一方で接続

戸数は増加しました。

コミニティ・プラント

事業では排水処理

区域内人口、接続

戸数ともに減少して

います。
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　（２）年間排水量、年間有収水量、有収率

※　R3年度の年間総排水量はメーターが故障したため測定できませんでした

・年間排水量…１年間に処理場で処理した汚水の量

・有収率…年間有収水量を年間総排水量で除した率

・年間有収水量…１年間に処理場で処理した汚水量のうち下水道使用料徴収の対象となった水量
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2,728,242 
2,877,521 

2,622,368 2,650,159 
2,688,585 
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㎥ ㎥

㎥

有収率が高いほど不明水が少なく、効率的な汚水処理がされていることを示します。

令和4年度と比較すると、公共下水道、農業集落排水については

有収率が低下しています。

令和5年6月の梅雨前線による大雨及び台風第2号により、雨水を

含む汚水の流入量が大幅に増加したことが原因ではないかと推測

されます。

有収率の令和4年度の全国平均は公共下水道81.2%、農業集落排

水事業90.2%となっており、全国平均と比べて高い値となっています

（令和5年度は現在未公表）。
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　（１）官公庁会計と企業会計

歳入 歳出 収入 支出

公営企業会計
特有の項目

減価償却費
企業債利息

長期前受金戻入

長期前受金戻入 　　　　利益

他会計繰入金

他会計繰入金

企業債元利償
還金

施設を維持し、
下水を処理す
るために必要
となる費用と、
そのために徴
収している下
水道使用料や
繰入金

施設を整備す
るために要した
支出とそれに
伴う収入

国庫補助金
企業債元金償

還金

利益等で
補てん

３　経営状況について　　　　　　

維持管理費

減価償却費建設改良費

企業債

資
本
的
収
支

国庫補助金

料金収入
維持管理費

他会計繰入金

建設改良費

企業債

収
益
的
収
支

料金収入

官公庁会計 公営企業会計

コミニティ・プラント事業

下水道事業

（公共下水道事業・農業集落排水事業）

公営企業会計では、取引を収益的取引（１

事業年度内に発生した損益の結果）と資

本取引（資本の増減）に分け、会計処理を

行っています。
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（２）下水道事業（公共下水道事業、農業集落排水事業）
　　収益的収支

（税抜）
収益的収入　　　　　　　（千円）
下水道使用料
（公共下水道） 363,292

下水道使用料
（農業集落排水） 55,090

他会計負担金 70,539
受託工事収益 9,530
その他営業収益 36
受取利息 36
他会計補助金 612,048
長期前受金戻入 722,501
雑収益 6,296
合計 1,839,368

収益的支出　　　　　　　（千円）
管渠費 42,575
ポンプ場費 17,095
処理場費 343,111
受託工事費 9,530
総係費 128,068
減価償却費 828,990
資産減耗費 19,825
支払利息 76,373
雑支出 19,797
その他の特別損失 0
合計 1,485,364

（千円）
当年度純利益 354,004

≪損益計算書≫
施設の維持や管理などの収支

収益的収入　－　収益的支出　＝ 354,004 （当年度純利益）

0 500,000 1,000,000 1,500,000 2,000,000

当年度純利益

収益的支出

収益的収入

管渠費

下水道使用料

（公共下水道）

ポンプ場費

下水道使用料

（農業集落排水）

処理場費

他会計負担金

受託工事費

受託工事収益

総係費

減価償却費

資産減耗費

他会計補助金

支払利息

長期前受金戻入

雑支出

雑収益

当年度純利益
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（税込）
資本的収入 （千円）
国県補助金 249,227
工事負担金 23,784
企業債 359,000
受益者負担金及び
分担金 14,216

他会計補助金 12,113

出資金 51,300
基金繰入金 10,000
合計 719,640

資本的支出 （千円）
建設改良費 726,139
企業債償還金 438,075
投資 29
合計 1,164,243

（千円）
不足額 444,603
【補てん財源】 （千円）
繰越工事資金 0
減債積立金 225,739
建設改良積立金 9,705
消費税等資本的収
支調整額 38,508

損益勘定留保資金 126,730
引継資金

引継未収金

当年度利益剰余金 43,921
合計 444,603

　　資本的収支

  　　　　　　　　　　　　　　  

施設の整備・改良をするための収支

資本的収入　－　資本的支出　＝ （不足額）444,603 千円

0 200,000 400,000 600,000 800,000 1,000,000 1,200,000

資本的支出

資本的収入

建設改良費

国県補助金

企業債償還金

工事負担金

投資

企業債

受益者負担金

 他会計補助金

出資金

基金繰入金

不足額

不足額は、積立金、損益勘定留保資金、

利益剰余金などで補てんします。

（千円）

公営企業会計では資本的収入と資本的支出を比較すると、資本的支出の方が多くなるこ

とが一般的です。

そのため、右記のような「補てん財源」によりその不足額を補っています。

右記の額を使用した後の、令和5年度末の補てん財源の残高は581,998,258円です。
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（３）コミニティ・プラント事業

（税込）
歳入 （千円）
衛生費分担金 1,070
使用料 20,401

合計 21,471

歳出 （千円）
職員給与 2,789
職員手当 2,138
需用費 20,321
委託料 15,820
工事請負費 3,324
その他の経費 2,237

46,629

（千円）

不足額 25,158

施設の維持や管理などの収支

収益的収入　－　収益的支出　＝ 25,158 千円 （不足額）

0 5,000 10,000 15,000 20,000 25,000 30,000 35,000 40,000 45,000 50,000

歳出

歳入

職員給与

衛生費分担金

職員手当

使用料

需用費 委託料

工事請負費その他の経費

不足額

不足額は、一般財源で補てんされます。

（千円）
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（４）令和５年度決算状況資料 税抜

下水道事業【収益的収支】 単位：千円

令和５年度 令和４年度 増減 説明
１． (A) 498,487 480,357 18,130

(1) 418,382 414,022 4,360 公共 363,292、農集 55,090
(2) (B) 9,530
(3) 70,575 66,335 4,240

２． 1,340,881 1,385,143 △ 44,262
(1) 612,048 649,028 △ 36,980

612,048 649,028 △ 36,980 市一般会計より

(2) 722,501 734,940 △ 12,439
(3) 6,332 1,175 5,157

(C) 1,839,368 1,865,500 △ 26,132
１． 1,389,194 1,314,651 74,543

(1) 55,130 52,231 2,899
33,970 33,012 958

21,160 19,219 1,941 職員手当
(2) 485,249 404,840 80,409

244,654 213,337 31,317 施設管理に係る委託料等
81,466 97,478 △ 16,012 施設電気料
71,162 27,326 43,836

347 639 △ 292
87,620 66,060 21,560 賃借料、負担金等

(3) 828,990 853,272 △ 24,282

(4) 19,825 4,308 15,517

２． 96,170 103,031 △ 6,861
(1) 76,373 84,776 △ 8,403 企業債償還利子
(2) 19,797 18,255 1,542 消費税等

(D) 1,485,364 1,417,682 67,682
(E) 354,004 447,818 △ 93,814
(F) 0 0 0
(G) 0 0 0
(H) 0 0 0

354,004 447,818 △ 93,814当 年 度 純 利 益 （ 又 は 純 損 失 ） (E)+(H)

支 出 計

特 別 利 益
特 別 損 失
特 別 損 益 (F)-(G)

収

益

的

収

支

収

益

的

収

入

営 業 収 益
料 金 収 入
受 託 工 事 収 益
そ の 他

営 業 外 収 益
補 助 金

他 会 計 補 助 金

経 常 損 益 (C)-(D)

委 託 料
動 力 費
修 繕 費
材 料 費
そ の 他

減 価 償 却 費

資 産 減 耗 費

営 業 外 費 用
支 払 利 息
そ の 他

そ の 他 補 助 金
長 期 前 受 金 戻 入
そ の 他

収 入 計
収

益

的

支

出

営 業 費 用
職 員 給 与 費

基 本 給
退 職 給 付 費
そ の 他

経 費
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税込

下水道事業【資本的収支】 単位：千円

令和５年度 令和４年度 増減 説明

１． 359,000 164,700 194,300 下水道事業債

２． 12,113 15,484 △ 3,371 市一般会計より

３． 51,300 92,694 △ 41,394 市一般会計より

４． 249,227 79,844 169,383

５．

６． 38,000 29,341 8,659 工事負担金、受益者負担金

７． 10,000 10,000 0 基金繰入金

(A) 719,640 392,063 327,577

(B)

(C) 719,640 392,063 327,577

１． 726,139 327,384 398,755

２． 438,075 451,783 △ 13,708

３． 29 188 △ 159

(D) 1,164,243 779,355 384,888

(E) 444,603 387,292 57,311

１． 126,730 122,640 4,090

２． 43,921 48,997 △ 5,076

３．

４． 273,952 215,655 58,297

(F) 444,603 387,292 57,311

資

本

的

収

支

資

本

的

収

入

企 業 債

う ち 資 本 費 平 準 化 債

資本的収入額が資本的支出額に
不足する額     　　    (D)-(C)

補

て

ん

財

源

損 益 勘 定 留 保 資 金

利 益 剰 余 金 処 分 額

繰 越 工 事 資 金

そ の 他

計

他 会 計 補 助 金

出 資 金

国 （ 都 道 府 県 ） 補 助 金

固 定 資 産 売 却 代 金

工 事 負 担 金

資

本

的

支

出

建 設 改 良 費

そ の 他

計

(A)のうち翌年度へ繰り越される
支出の財源充当額

純 計 (A)-(B)

う ち 職 員 給 与 費

企 業 債 償 還 金

そ の 他

計
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税込

コミニティ・プラント事業（一般会計）【歳入】 単位：千円

令和５年度 令和４年度 増減 説明

12 分担金及び負担金 1 分担金 1 衛生費分担金 1,070 0 1,070 受益者分担金

13 使用料及び手数料 1 使用料 3 衛生使用料 20,401 20,877 △ 476 現年19,957、過年444

20 諸収入 5 雑入 3 弁償金 0 0 0

21,471 20,877 594

コミニティ・プラント事業（一般会計）【歳出】

令和５年度 令和４年度 増減 説明

4 衛生費 2 清掃費 3 46,629 49,151

2 給料 2,789 2,572 217

3 職員手当等 2,138 1,892 246

4 共済費 824 755 69

10 需用費 20,321 24,485 △ 4,164 光熱水費、修繕料

11 役務費 131 122 9 通信運搬費、保険料

12 委託料 15,820 14,948 872 施設維持管理委託料等

13 使用料及び賃借料 1 1 0 土地借上料

14 工事請負費 3,324 3,002 322 マンホール段差補修・公桝交換工事

15 原材料費 0 86 △ 86

17 備品購入費 0 0 0

18 負担金，補助及び交付金 1,281 1,288 △ 7 使用料収納事務負担金

22 償還金，利子及び割引料 0 0 0

46,629 49,151 △ 2,522

△ 25,158 △ 28,274 3,116

合　　　　計

歳入歳出差引

款 項 目

合　　　　計

款 項 目・節

生活排水対策費
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（５）経営指標

127.98% 126.69%
128.39% 116.23%

157.48%

141.16%
149.18%

100.00% 100.00% 100.00% 100.00%

90.00%

110.00%

130.00%

150.00%

170.00%

R2 R3 R4 R5

経常収支比率

公共 農集 コミプラ

90.05% 89.59% 90.10% 88.78%

50.20% 44.80% 44.17%
48.71%

46.37% 42.48% 43.75%30.00%

50.00%

70.00%

90.00%

110.00%

R2 R3 R4 R5

経費回収率

公共 農集 コミプラ

149.61 150.00 150.00 152.21

249.27

299.25 302.95305.78 321.82
351.28 343.60

142.01
139.48 139.48 139.75130

160
190
220
250
280
310
340

R2 R3 R4 R5

使用料単価・汚水処理原価

汚水処理原価 公共 汚水処理原価 農集

汚水処理原価 コミプラ 使用料単価 全体

経常収支比率（%）＝経常収益÷経常利益×100
使用料収入や一般会計からの繰入金等の収益で維持管理や支払利息等の費用をどの程

度賄えているかを示す指標。100%以上であれば単年度の収支が黒字であることを示す。

経費回収率（%）＝下水道使用料÷汚水処理費（公費負担分を除く）×100
使用料で回収すべき経費をどの程度賄えているかを示す指標。100%を下回っている場

合汚水処理にかかる費用が使用料収入以外の収入により賄われていることを意味する。

使用料単価（円）＝使用料収入÷年間有収水量

有収水量１㎥あたりの使用料収入。

汚水処理原価（円）＝汚水処理費（公費負担分を除く）÷年間有収水量

有収水量1㎥あたりの汚水処理に要した費用。

経常収支比率100%以上かつ経費回収率

が100％未満という場合は使用料収入以外

の収入で経費を賄っているということを示し

ています。

つくばみらい市下水道事業でも経費回収

率が100％を下回っており、使用料の不足分

を一般会計からの繰入金で賄っているのが

現状です。

左の使用料単価・汚水処理原価の表では

使用料単価と汚水処理原価の差を表してい

ます。特に農業集落排水事業とコミニティ・

プラント事業の汚水処理原価が使用料単価

に比べて高いことがわかります。
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